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(57)【要約】
【課題】
　本発明は、永久磁石式回転電機に関わり、低トルク脈
動、低振動が要求されるモータにおいて、トルク脈動の
低減と低振動化の両立を行う。
【解決手段】
　固定子コアと、該固定子コアに組み込まれた多相の固
定子コイルとを備えた固定子と、回転子コアと、該回転
子コアの外周表面に固定された複数の永久磁石とを備え
た回転子と、を有し、前記固定子コアは前記固定子コイ
ルを収納するスロット部を形成する複数の固定子ティー
ス部を有し、前記回転子コアが前記固定子に回転可能に
対向配置される永久磁石式回転電機において、前記固定
子ティース部の先端部に少なくとも一つの非磁性からな
る内部領域を設けることを特徴とする永久磁石式回転電
機。
【選択図】図９（ａ）
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定子コアと、該固定子コアに組み込まれた多相の固定子コイルとを備えた固定子と、
　回転子コアと、該回転子コアの外周表面に固定された複数の永久磁石とを備えた回転子
と、を有し、
　前記固定子コアは前記固定子コイルを収納するスロット部を形成する複数の固定子ティ
ース部を有し、
　前記回転子コアが前記固定子に回転可能に対向配置される永久磁石式回転電機において
、
　前記固定子ティース部の先端部に少なくとも一つの非磁性からなる内部領域を設けるこ
とを特徴とする永久磁石式回転電機。
【請求項２】
　前記内部領域は、少なくとも一つの空孔形状であることを特徴とする請求項１に記載の
永久磁石式回転電機。
【請求項３】
　前記内部領域は、少なくとも一つの溝形状であることを特徴とする請求項１に記載の永
久磁石式回転電機。
【請求項４】
　前記内部領域は、少なくとも一つの閉じられた積層用のかしめ領域であることを特徴と
する請求項１に記載の永久磁石式回転電機。
【請求項５】
　前記内部領域は前記固定子ティース部の回転子側に近い先端部に位置することを特徴と
する請求項１に記載の永久磁石式回転電機。
【請求項６】
　前記内部領域の周方向の幅が、前記回転子側よりもその反対側の固定子コアバック部の
方が狭いことを特徴とする請求項４に記載の永久磁石式回転電機。
【請求項７】
　前記固定子コアは円環状の前記コアバック部と該コアバックから内径方向に突出した前
記固定子ティース部によって構成され、
　前記内部領域の周方向中心がティース部の周方向中心に位置することを特徴とする請求
項１記載の永久磁石式回転電機。
【請求項８】
　永久磁石の極数と固定子コアのスロット数の比が１０：１２若しくは１４：１２である
ことを特徴とする請求項１に記載の永久磁石式回転電機。
【請求項９】
　前記永久磁石式回転電機は自動車の補機ように用いられることを特徴とする請求項１に
記載の永久磁石式回転電機。
【請求項１０】
　前記永久磁石式回転電機は電動パワーステアリング用であることを特徴とする請求項１
に記載の永久回転式回転電機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機およびそれを用いた電動パワーステアリング装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電動化による油圧代替やハイブリッド自動車（ＨＥＶ）、電気自動車（ＥＶ）の市場投
入を受けて、電動パワーステアリング（ＥＰＳ）の装着率が急激に高まってきているＥＰ
Ｓ用のモータは、人間の手の力をアシストする。このため、手とタイヤの間にあるモータ
のトルク脈動・摩擦を、運転者はステアリングホイール（ハンドル）を介し、手に感じる
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こととなる。従ってＥＰＳ用モータへのトルク脈動に関する要求は厳しい。また、運転者
や同乗者に不快を感じさせないために、機械部品の摩擦や振動によって発生する車室内騒
音についても厳しい要求がある。特に近年では、アイドリングストップなどの機能によっ
て、エンジン音の静かな車が多くなっており、電装品の静音化は重要視されている。
【０００３】
　コギングトルクやトルク脈動を低減する技術として、例えば，特許文献１や特許文献２
に記載のように、極数とスロット数の比が１０：１２もしくは１４：１２となるようにし
、スロット開口幅や磁石形状をある閾値に収める方法が知られている。また、特許文献３
に記載のようにティース先端に溝を設ける構造によって、コギングトルクを低減する方法
も知られている。振動および騒音を低減する技術として、特許文献４に記載のように、回
転子コアにスリットを設ける方法などが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６２－１１０４８
【特許文献２】特開２００９－１７１７９０
【特許文献３】特開２０１１－６７０９０
【特許文献４】ＷＯ０８／１０２４３９
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１および特許文献２のように、モータのコギングトルクやトルク脈動を低減す
るためには、極数とスロット数の組み合わせが非常に重要である。例えば、１２スロット
の集中巻モータを考えた場合、選択できる極数として、８極、１０極、１４極などがある
。ここで、１０極乃至１４極を選択することにより、コギングトルクやトルク脈動に関し
て優れた特性を得ることができる。こうした極数とスロット数の組み合わせは径方向の電
磁力成分が空間的に２次のモードとなり、固定子ハウジングが変形し易く、振動・騒音の
原因になり易い。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、固定子コアと、固定子コアに組み込まれた多相の固定子コイルとを備えた固
定子と、回転子コアと、回転子コアの外周表面に固定された複数の永久磁石とを備えた回
転子と、を有し、固定子コアは固定子コイルを収納するスロット部を形成する複数の固定
子ティース部を有し、回転子コアが固定子に回転可能に対向配置される永久磁石式回転電
機において、固定子ティース部の先端部に少なくとも一つの非磁性からなる内部領域を設
けることを特徴とする永久磁石式回転電機である。
【０００７】
　また、極数とスロット数の関係を１０:１２の整数倍、もしくは１４:１２の整数倍とし
てもよい。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、径方向電磁力成分のうち空間的に低次の成分を低減することができる
。
【０００９】
　また、極数とスロット数の関係を１０:１２の整数倍、もしくは１４:１２の整数倍とす
ることで、コギングトルクやトルク脈動の低減をすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施例による電動パワーステアリング装置を示す図である。
【図２（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング装置を示す図である。
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【図２（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング装置を示す図である。
【図３（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング装置を示す図である。
【図３（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング装置を示す図である。
【図４】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータと制御装置を表す図で
ある。
【図５（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの構成を表す図
である。
【図５（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子の構成
を表す図である。
【図５－ｃ】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子分割コア
とボビンの組み立て方を表す図である。
【図６（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子の巻線
配置を表す図である。
【図６（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定コアの組
み立てを表す図である。
【図６（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおける固定子
の軸方向断面図を表す図である。
【図７】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータと従来方式による１０
極１２スロットモータでの径方向空間２次電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．０３での径方向空間２次の電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．０３でのトルク脈動の計算結果を表す図である。
【図８（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．０６での径方向空間２次の電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ｄ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．０６でのトルク脈動の計算結果を表す図である。
【図８（ｅ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．１３での径方向空間２次の電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ｆ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．１３でのトルク脈動の計算結果を表す図である。
【図８（ｇ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．１６での径方向空間２次の電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ｈ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．１６でのトルク脈動の計算結果を表す図である。
【図８（ｉ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．２４での径方向空間２次の電磁力の計算結果を表す図である。
【図８（ｊ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータにおいて、ブリ
ッジ幅／ティース幅=０．２４でのトルク脈動の計算結果を表す図である。
【図９（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの四角形状の空
孔を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図９（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの六角形状の空
孔を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図９（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの五角形状の空
孔を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図１０（ａ）】図９（ａ）～図９（ｃ）に示す空孔形状での径方向空間２次電磁力の計
算結果を表す図である。
【図１０（ｂ）】図９（ａ）～図９（ｃ）に示す空孔形状でのトルク脈動の計算結果を表
す図である。
【図１１（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの四角形状の
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溝を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図１１（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの三角形状の
空孔を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図１１（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの三角形状の
溝を有する固定子コア軸方向断面形状を表す図である。
【図１２（ａ）】図１１（ａ）～図１１（ｃ）に示す空孔形状での径方向空間２次電磁力
の計算結果を表す図である。
【図１２（ｂ）】図１１（ａ）～図１１（ｃ）に示す空孔形状でのトルク脈動の計算結果
を表す図である。
【図１３（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子コア
の詳細図である。
【図１３（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子コア
の詳細図である。
【図１３（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子コア
の詳細図である。
【図１３（ｄ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの固定子コア
の詳細図である。
【図１４（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１４（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１４（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１４（ｄ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１４（ｅ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１５（ａ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１５（ｂ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１５（ｃ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【図１５（ｄ）】本発明の一実施例による電動パワーステアリング用モータの回転子コア
と回転子磁石の詳細図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明による回転電機について図面を用いて説明する。尚、本実施例では電動パ
ワーステアリング用のモータとして記述するが、同様にブラシレスモータ全般に適用可能
である。
【実施例１】
【００１２】
　本発明における第１の実施形態について説明する。まず、図１～３を用いて本発明の電
動パワーステアリングに関する動作原理を説明する。本実施例は車載電源と、この車載電
源からワイヤーハーネスを介して供給された直流電力を多相の交流電力に変換するととも
に、ステアリングに加えられたトルクに応じて、その出力を制御する制御装置と、この制
御装置から供給される交流電力によって駆動され、操舵用のアシストトルクを出力する電
動パワーステアリング用モータとを有する電動パワーステアリングシステムであって、前
記電動パワーステアリング用モータは、フレームと、このフレームに固定された固定子と
、この固定子に空隙を介して対向配置された回転子とを有し、固定子は固定子コアと、こ



(6) JP 2014-68495 A 2014.4.17

10

20

30

40

50

の固定子コアに組み込まれた多相の固定子コイルを備えており、固定子コアは環状のバッ
クコア部と、このバックコア部から径方向に突出する複数のティースコア部とから構成さ
れており、固定子コアの隣接するティースコア部間にはスロット部が形成されており、固
定子コイルはスロット部に収納されており、回転子は回転子コアと、この回転子コアの外
周表面に固定された、もしくは回転子コアに埋め込まれた複数のマグネットを備えている
電動パワーステアリング用モータにある。
【００１３】
　図１は、本実施例の電動パワーステアリング用モータを用いた電動パワーステアリング
システムの構成図である。本システムはステアリングホイールＳＴと、ステアリングホイ
ールＳＴの回転駆動力を検出するトルクセンサＴＳと、トルクセンサＴＳの出力に基づい
て、 アシストトルクを制御する制御装置ＥＣＵと、アシストルクを制御する制御装置Ｅ
ＣＵの信号に基づいて、アシストルクを出力する電動パワーステアリング用モータ１００
０と、制御装置ＥＣＵおよびモータ１０００のエネルギー供給源となる車載用バッテリー
ＢＡと、モータ１０００の回転駆動力を歯車によって減速し、所望のトルクを出力するた
めのギヤ機構ＧＥと、ギヤ機構ＧＥで発生したトルクを伝達するためのピニオンギヤＰＮ
と、ピニオンギヤＰＮとギヤ機構ＧＥをつなぐための一つまたは複数のロッドＲＯと、一
つまたは複数のジョイントＪＴと、ピニオンギヤＰＮに発生する回転駆動力を垂平方向の
力に変化するラックギヤＲＣＧと、ラックギヤを覆うラックケースＲＣと、ラックケース
内に塵などが入らないために設けられる第１のダストブーツＤＢ１と第２のダストブーツ
ＤＢ２と、実際に舵取りが行われる第１のタイヤＷＨ１と、第２のタイヤＷＨ２と、ラッ
ク軸に発生する水平方向の力を第１のタイヤＷＨ１に伝えるための第１のタイロッドＴＲ
１と、同じくラック時軸に発生する水平方向の力を第２のタイヤＷＨ２に伝えるための第
２のタイロッドＴＲ２を備えている。
【００１４】
　図１はステアリングコラム付近にアシストトルクを発生させるためのモータ１０００を
備えているコラムアシスト式の電動パワーステアリング装置である。図１はステアリング
ホイールＳＴを回転させると、その回転駆動力をトルクセンサＴＳが検出する。前記トル
クセンサＴＳの検出信号に基づいて、制御装置ＥＣＵが所望のアシストトルクを発生させ
るための通電パターンを演算し、モータ１０００に指令を出す。モータ１０００は制御装
置ＥＣＵの指令に基づいて通電を行い、アシストトルクを発生させる。モータ１０００に
接続されたギヤ機構ＧＥにより減速され、ロッドＲＯとジョイントＪＴを介して、ピニオ
ンギヤＰＮに回転駆動力が伝達される。ピニオンギヤＰＮはラックギヤＲＣＧと噛合って
おり、それによってピニオンギヤＰＮの回転駆動力は車の進行方向に対して直角方向の推
力に変換される。こうして発生した水平方向の推力はタイロッドＴＲ１およびＴＲ２を介
して、タイヤＷＨ１およびＷＨ２の舵取りを行う。本システムは車室内にモータが配置さ
れるため、エンジンルームから遠く、環境温度が比較的低い条件で使用できる。そのため
、高温で減磁が考えられるネオジム焼結磁石を用いた永久磁石式モータの場合、減磁耐力
に関して比較的緩い条件で設計が可能である。ただし、運転者に近いことから、モータの
振動と騒音に関しては厳しい条件での設計が必要となる。図１では、制御装置ＥＣＵとモ
ータ１０００は別々に描いているが、モータ１０００の出力軸と反対方向に制御装置ＥＣ
Ｕが接続された機電一体型としても適用できる。
【００１５】
　図２はピニオン軸付近にアシストトルクを発生させるためのモータ１０００を備えてい
るピニオンアシスト式の電動パワーステアリング装置である。図２（ａ）はピニオン軸に
アシストトルクを発生させるためのモータ１０００が備えられており、基本的な動作原理
は図１のコラムアシスト式電動パワーステアリング装置と変わらない。また、図２（ｂ）
はロッドＲＯを介してステアリングホイールＳＴに接続されている第１のピニオン軸ＰＮ
１とは別にラック軸の中心と反対方向に第２のピニオン軸ＰＮ２が設けられ、アシストル
クを発生させるためのモータ１０００は第２のピニオン軸ＰＮ２に備えられている。ピニ
オンギヤが二つ存在することからデュアルピニオンアシスト式電動パワーステアリングま
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たはダブルピニオンアシスト式電動パワーステアリングと呼ばれる。これは人間がステア
リングを切る力とアシストトルクの両方がラックギヤＲＣＧに加わることや、ピニオン軸
を別に設けることで、モータ１０００を配置するためのスペースを確保できることから、
モータ体格を大きくでき、高出力化が可能となる。また、本システムはモータ１０００と
運転者との距離が長いことから、振動・音に関して比較的緩い条件で設計が可能となる。
一方で、エンジンルーム内に配置されるため、環境温度が比較的高く、高温で減磁が考え
られるネオジム焼結磁石を用いた永久磁石式モータの場合、減磁耐力について比較的厳し
い条件での設計が必要となる。
【００１６】
　図３はラックギヤＲＣＧに対して同軸にアシストトルクを発生させるためのモータ１０
００が備えられているラックアシスト式電動パワーステアリング装置である。図３（ａ）
はラックケースＲＣ内にアシストトルクを発生させるためのモータ１０００が内蔵されて
いる。このモータ１０００は中空シャフト構造になっており、中にネジを切ったボールス
クリューＢＳが配置されている。このボールスクリューＢＳとラックギヤＲＣＧが噛み合
うことで、モータ１０００の回転駆動力をラックギヤＲＣＧの水平方向の推力に変換する
仕組みである。また、図３（ｂ）はラックギヤＲＣＧと平行にアシストトルクを発生させ
るためのモータ１０００が備えられている。この場合、モータ１０００の回転子シャフト
とラックギヤがベルトＢＴでつながれており、スクリュー状の溝を切ったベルトＢＴとラ
ックギヤＲＣＧが噛み合うことでモータ１０００の回転駆動力をラックギヤＲＣＧの水平
方向推力に変換する仕組みである。本システムは図２で説明したピニオンアシスト式の電
動パワーステアリングと同様にモータ１０００と運転者との距離が長いことから、振動・
音に関して比較的緩い条件で設計が可能となる。一方で、エンジンルーム内に配置される
ことから、環境温度が比較的高く、高温で減磁が考えられるネオジム磁石焼結を用いた永
久磁石式モータの場合、減磁耐力について比較的厳しい条件での設計が必要となる。さら
に、スペースを合理的に有効活用できる構成であるため、モータ体格の増大など、さらな
る高出力化に有利な構成である。
【００１７】
　次に、モータ１０００、制御装置ＥＣＵ、バッテリーＢＡのエネルギー収支について説
明する。モータ１０００の動力源であるバッテリーＢＡとして、例えば１２Ｖ、１００Ａ
のものを用いる場合、その出力は約１２００Ｗとなる。バッテリーＢＡと制御装置ＥＣＵ
とはワイヤーハーネスで接続されており、太いワイヤーハーネスを用いることで低抵抗化
しても（引きまわしの容易性を考慮すると、導体断面積８ＭＭ2程度のワイヤーハーネス
が限界）、上述のように大電流が流れる場合、ワイヤーハーネスの消費電力は、２００Ｗ
程度となる。また、制御装置ＥＣＵ自体の内部抵抗値を小さくしたとしても、その消費電
力は、約２００～３００Ｗとなる。したがって、バッテリーＢＡの出力可能な電力（約１
２００Ｗ）の内、約半分がワイヤーハーネスや制御装置ＥＣＵで消費され、モータ１００
０で消費可能な電力は半減する。モータ１０００の逆起電力は回転速度とコイル巻数に比
例するため、高い回転速度領域ではモータで発生する逆起電力が入力電圧に対して大きく
なってしまう。そうなると、システムとして成立しなくなるため、コイルの巻数を少なく
することで、高速領域まで対応できるように設計する必要がある。
【００１８】
　ＥＰＳ用のモータは、小排気量（小車両総重量）の車両に用いられており、大排気量（
大車両総重量）の車両では、現状では油圧式のパワーステアリング装置が実用化されてい
る。このような大排気量（大車両総重量）の車両（例えば、排気量１．８Ｌ以上、車両総
重量１．５t以上）に、永久磁石式ブラシレスモータを用いることは実用上不可能であっ
た。その理由は、大排気量（大車両総重量）の車両においては、据え切り状態では車両重
量が大きすぎるため、ステアリングと地面の間の摩擦が大き過ぎ、据え切りが不可能にな
るからである。
【００１９】
　永久磁石式集中巻のブラシレスモータにおいて、低速時のトルクを大きくできない理由
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は、モータの銅損が大きく、前述のエネルギー収支の関係から、十分なモータ電流が流れ
込まないことによる。そこでＥＰＳでは、銅損の小さなモータとする必要がある。さらに
、モータとＥＣＵが一体で設計される機電一体型のモータにおいてはＥＣＵ側にモータの
熱が伝わらないように銅損を十分低減することはメリットがある。
【００２０】
　ＥＰＳモータは、図１～３に示すようにステアリングコラムの近傍に置かれる場合、ラ
ックアンドピニオンの近傍に置かれる場合などがあるが、何れも小型化が要求される。ま
た、小型化された構造でステータ巻線を固定することが必要であり、巻線作業が容易なこ
とも重要である。さらにＥＰＳモータはコギングトルクなどのトルク変動をたいへん小さ
く押えることが望ましいＥＰＳモータは大きなトルクが要求される。例えば車の走行停止
状態、あるいは走行停止に近い運転状態でステアリングホイール（ハンドル）が早く回転
されると操舵車輪と地面との間の摩擦抵抗のため、上記モータには大きなトルクが要求さ
れる。このときには大電流が固定子コイルに供給される。この電流は条件により異なるが
５０アンペア以上の場合がある。７０アンペアはあるいは１５０アンペアの場合も考えら
れる。自動車に搭載されるＥＰＳは色々な振動が加わる。また、車輪からの衝撃が加わる
。また、気温変化の大きい状態で利用される。摂氏マイナス４０度の状態も考えられ、ま
た、温度上昇により１００度以上も考えられる。さらに、モータ内に水が入らないように
しなければならない。このような条件で固定子がヨークに固定されるためには、筒状フレ
ームの少なくともステータ鉄心の外周部には螺子穴以外の穴が設けられていない、円筒金
属にステータ部（ＳｕｂＡｓｓｙ）を圧入することが望ましい。また、圧入後さらにフレ
ームの外周から螺子止めしてもよい。圧入に加え回止を施すことが望ましい。
【００２１】
　ＥＰＳ用のモータは車両に搭載された電源により駆動される。上記電源は出力電圧が低
い場合が多い。電源端子間にインバータを構成するスイッチング素子や上記モータ、その
他電流供給回路の接続手段が等価的に直列回路を構成し、上記回路においてそれぞれの回
路構成素子の端子電圧の合計が上記電源の端子間電圧になるので、モータに電流を供給す
るためのモータの端子電圧は低くなる。このような状況でモータに流れ込む電流を確保す
るにはモータの銅損を低く押えることが極めて重要である。この点から車両に搭載される
電源は５０ボルト以下の低電圧系が多く、固定子コイル４００を集中巻とすることが望ま
しい。特に１２ボルト系電源を使用する場合は極めて重要である。
【００２２】
　上述の通り、１２ボルト系の電源を使用する場合、モータの極数が多いと回転速度の高
い領域では、モータ性能が十分に得られないことが多い。そのため、モータの極数は６～
１４極程度が望ましい。ここでは、６～１４極の範囲において、同じスロット数で極数の
選択肢が多い１２スロットの集中巻モータを例に挙げる。
【００２３】
　永久磁石回転電機において、永久磁石の極数をＰ、固定子の突極数をＳとし、さらにＰ
とＳの最小公倍数Ｎ、最大公約数Ｍとしたとき、最小公倍数Ｎは、モータ無通電状態にお
ける１回転あたりの周方向の脈動数、すなわち１回転あたりのコギングトルク次数となる
。コギングトルクは回転子の移動に伴う磁気エネルギーの変化であり、上記最小公倍数Ｎ
が大きければ大きいほどコギングトルクの変動分は小さくなる。また、最大公約数Ｍは、
回転電機の振動モードを規定する値となる。図５に示す永久磁石回転電機の固定子２００
が電磁気的な応力を受けて円環モードの振動をする場合のモード数（周方向の振動サイク
ル）を規定し、これを大きくすることによって、振動は少なくなり、低振動のモータとす
ることができる。
【００２４】
　例えば８極１２スロットと１０極１２スロットモータを考えると、８極１２スロットモ
ータの場合は、極数とスロット数の最小公倍数Ｎは２４となり、コギングトルクやトルク
脈動が大きく、操舵フィーリングが重視されるＥＰＳモータとしての性能を満足するため
には、回転子磁石にスキューを施すなどの工夫が必要となる。それに対して、１０極１２
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スロットモータの場合は、最小公倍数Ｎは６０となり、コギングトルクやトルク脈動を大
幅に低減することができる。次に、最大公約数で見ると８極１２スロットの場合は４に対
し、１０極１２スロットは２となり、１０極１２スロットの円環モード数が低く、振動し
易い組み合わせであることがわかる。特に円環モードが２次の場合大きな楕円を描くモー
ドとなり、固定子およびハウジングは変形し易いと考えられる。このように低次の円環モ
ードは振動の原因となり易い。従って、こうした低次の円環モードの電磁力を低減するこ
とで振動・騒音になり難いモータを提供することができる。
【００２５】
　以下、本発明の第１の実施形態に関するモータの詳細構成について図４～５を用いて説
明するＥＰＳモータ１０００の具体的構成について説明する。本発明におけるＥＰＳ用モ
ータはステアリングホイールを介して、人がタイヤの舵取りを行う際に、アシストルクを
制御する制御装置ＥＣＵの信号に基づいて、通電を行い、アシストトルクを出力する。こ
こで、制御装置ＥＣＵとモータ１０００の配置関係について述べる。制御装置ＥＣＵは、
図１～３に示すようにモータ１０００と別の位置に配置され、ワイヤーハーネス等を介し
てモータに接続される場合と、ワイヤーハーネスでの電圧降下や損失をなくすために、モ
ータ１０００の反出力側に制御装置ＥＣＵを直結した機電一体式が考えられる。例えば機
電一体式の場合、図４に示すように、制御装置ＥＣＵはモータ１０００の反出力軸側に直
結される構成となる。モータ１０００に巻かれた巻線の引き出し線がバスバーを介して金
属部分に接触・固定され、バスバーを介してY結線やΔ結線などの方式による結線がなさ
れるように構成している。バスバーを介してまとめられた結線は制御装置ＥＣＵ側に突出
した入力線８０２によって制御装置ＥＣＵに接続される。
【００２６】
　次に、モータ１０００の全体構造に関して、図５（ａ）を用いて説明する。モータ１０
００は鉄製またはアルミ製のハウジングケース１００に固定された磁性体からなる固定子
コア２００と、固定子コア２００に巻回された導電性の固定子コイル４００と、固定子コ
ア２００と固定コイル４００を絶縁するための非導電性部材からなるボビン３００と、固
定子２００の内径側に回転可能に支持された回転子５００と、固定子コイル４００の引き
出し線をまとめて、モータの入力線やY結線の場合は中性点などをつくるためのバスバー
６００と、モータ１０００の入力側に設けられたブラケット７００と、入力線８０２やリ
レースイッチ８０１などをまとめた基盤８００によって構成されている。
【００２７】
　上記の構成を組み立てる構成は次の通りである。固定子コア２００に固定子コイルを組
み込む第１の工程と、この後、固定子コイル４００が組み込まれた固定子コア２００の周
方向の複数箇所をハウジングケース１００に圧入し、固定子コイル４００を組み込んだ固
定子コア２００がハウジングケース１００に固定された構造体を得る第２の工程と、この
後、固定子コア２００と、固定子コア２００の軸方向端部から軸方向に突出する固定子コ
イル４００のコイルエンド部をブラケット７００または治具とハウジングケース１００に
よって囲むように、ブラケット７００または治具を構造体に対して取り付ける第３の工程
を経て製造される。または、第３の工程後に、ブラケット７００または治具とハウジング
ケース１００によって囲まれている中に流体状のモールド材を注入し、コイルエンド部、
固定子コア２００の隙間、固定子コイル４００の隙間、固定子コア２００と固定子コイル
４００との間の隙間及び固定子コア２００とハウジングケース１００との間の隙間にモー
ルド材を充填する第４の工程と、この後、モールド材を固化させる第５の工程と、この後
、治具を取り外す第６の工程とを経て、モールド材によってモールド成形された構造体を
得る製造方法としても良い。
【００２８】
　次に、図５（ｂ）を用いて、回転子５００の構成について述べる。回転子５００は周方
向に少なくとも一つ以上の永久磁石である回転子磁石５０１と、永久磁石を固定するため
の回転子コア５０２と、回転子磁石５０１が回転の遠心力に耐えられるように設けられた
磁石カバー５０３と、回転子コアの内径側に固定されたシャフト５０４とシャフト５０４
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を回転させるためのベアリング機構５０５および５０６と、モータ出力側にあるギヤや負
荷などと連結するための負荷側嵌め込み構造部材５０７によって構成されている。
【００２９】
　次に図５（ｃ）を用いて固定子コア２００とボビン３００の構成について述べる。固定
子コア２００は円環状の固定子コアバック部２０１とコアバックから内径方向に突出した
固定子ティース部２０２によって構成され、この分轄コアを周方向に配置することで図５
（ａ）のような固定子コアを構成する。固定子コア２００と固定子コイル４００とを絶縁
するためのボビン３００は図５（ｃ）に示すように、ボビン３０１と３０２が軸方向両側
に分割され、固定子ティース部２０２を軸方向から挟みこむようにして組み立てるＥＰＳ
モータでは、１２Ｖ等の低電圧バッテリーを用いて大電流で駆動されることが多く、線径
の大きな巻線を用いる必要がある。また、必要なアシスト力を補うために巻線の占積率も
高くする必要がある。以上の理由から分割コアを使用することが有用であるため、本実施
例では分割コアを例に挙げて説明を述べている。しかし、本発明の効果については一体コ
アでも同様の効果は得られる。その場合、スロット開口幅に対して巻線の線径は小さくな
る。
【００３０】
　図６（ａ）～図６（ｃ）は本実施例を説明するための図である。ここでは、１０極１２
スロットを例に挙げて説明するが、同極数とスロット数の組み合わせでも同様の効果は得
られる。図６（ａ）は１０極１２スロットもしくは１４極１２スロット用の集中巻モータ
の固定子断面構造を示している。図６（ａ）上では、固定子コイルはそれぞれ独立した１
２個のティースに反時計回り方向にＵ１+、Ｕ１－、Ｖ１－、Ｖ１+、Ｗ１+、Ｗ１－、Ｕ
２－、Ｕ２+、Ｖ２+、Ｖ２－、Ｗ２－、Ｗ２+の順で固定子コイルが集中巻で巻回されて
いる。ここで、固定子コイルU１+と、固定子コイルＵ１－とは、コイルを流れる電流の向
きが逆方向になるように巻回されている。固定子コイルＵ２+と、固定子コイルＵ２－と
も、コイルを流れる電流の向きが逆方向となるように巻回されている。また、固定子コイ
ルＵ１+と、固定子コイルＵ２+とは、コイルを流れる電流の向きが同一方向となるように
巻回されている。固定子コイルＵ１－と、固定子コイルＵ２－とも、コイルを流れる電流
の向きが同一方向となるように巻回されている。固定子コイルＶ１+、Ｖ１－、Ｖ２+、Ｖ
２－の電流の流れ方向の関係、及び固定子コイルＷ１+、 Ｗ１－、Ｗ２+、Ｗ２－の電流
の流れ方向の関係も、Ｕ相の場合と同様である。
【００３１】
　１２個の固定子コア２００及び固定子コイル４００は、同様に製作される。例えば、Ｕ
相は４つのティースで構成されるため、並列回路数を２並列とした場合、２つの直列にテ
ィースに巻回される固定子コイルは連続的に巻回され、もう一方の２つの直列に巻回され
る固定子コイルも連続的に巻回され、バスバー等を介して結線処理される。また、並列回
路数を１とした場合には４つのティースに巻回される固定子コイルすべてが連続的に巻回
される。図６（ｂ）は一体コアまたは分割コアを周方向に並べて構成した固定子コア２０
０を示している。ちなみに、固定子コア２００は電磁鋼板などの磁性材料で構成される薄
い板状のものを軸方向に積層して作られている。これは固定子に発生する渦電流損を低減
させる効果がある。図６（ｃ）は固定子コア１ティース分の軸方向断面図を示している。
固定子コアは円環状のコアバック部２０１とコアバックから内径方向に突出した固定子テ
ィース部２０２によって構成され、固定子ティース部２０２の内径方向先端部は周方向に
広がる形で構成される。このような形状とすることで、固定子ティース部２０２が周方向
に広がり始める箇所と固定子ティース部２０２の先端間の断面積を広くとることにより、
磁気飽和を緩和し、トルク脈動を抑制する効果がある。本実施例では、固定子ティース部
２０２の周方向中央部かつ内径方向先端部に少なくとも一つの空孔２０３を設けている。
この空孔２０３によって径方向の電磁力を低減し、振動源を低減する効果がある。この固
定子２０３は、固定子コア２００製造と同様に、打ち抜き若しくはワイワーカットによっ
て加工する。また、上述した空孔２０３は固定子ティース部２０２内径方向にブリッジ２
０４を有しており、コアを通じて繋がっている。
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【００３２】
　図７に１０極１２スロットモータのある時刻における径方向電磁力の空間次数ごとの波
高値を示す。図７より、固定子先端の空孔によって空間２次の電磁力を大幅に低減できて
いることがわかる。また、本実施例では空孔２０３は空気部として説明しているが、非磁
性部材もしくは固定子コアに対して透磁率が低い部材であれば良い。以上より、かしめ等
の加工工夫による代用も可能である。
【実施例２】
【００３３】
　図８（ａ）～図８－ｋを用いて本発明の第２の実施例について述べる。図８（ａ）～図
８－ｋでは、１０極１２スロットモータにおいて、第１の実施形態で述べた固定子コアの
ブリッジ２０４が固定子ティース部２０２の幅に対して占める割合（以下、ブリッジ幅／
ティース幅）ごとに、空孔の長さ（径方向）および幅（周方向）に対して、空間２次の径
方向電磁力およびトルク脈動の関係を示している。図８（ａ）～図８（ｂ）はブリッジ幅
／ティース幅≒０．０３の時の計算結果を示している。図８（ｃ）～図８（ｄ）はブリッ
ジ幅／ティース幅≒０．０６の時の計算結果を示している。図８（ｅ）～図８（ｆ）はブ
リッジ幅／ティース幅≒０．１３の時の計算結果を示している。図８（ｇ）～図８（ｈ）
はブリッジ幅／ティース幅≒０．１６の時の計算結果を示している。図８（ｉ）～図８（
ｊ）はブリッジ幅／ティース幅≒０．２４の時の計算結果を示している。以上の図より、
効果の度合いはそれぞれ異なるが、全ての領域において、空間２次の径方向電磁力の低減
効果があることがわかる。一方で、トルク脈動を見ると、固定子ティース部２０２の幅に
対して、空孔の長さと幅が大きくなるほど、悪化していることが確認できる。そこで、ト
ルク脈動の悪化抑制を考慮し、トルク脈動４%以下を目安に考えると、ブリッジ幅／ティ
ース幅が０．０３～０．０６の範囲では、空孔長さ／ティース幅≦０．５、空孔幅／ティ
ース幅≦０．４８の範囲が望ましい。次に、ブリッジ幅／ティース幅が０．１３～０．２
０の範囲では、空孔長さ／ティース幅≦０．４、空孔幅／ティース幅≦０．４８の範囲が
望ましい。ブリッジ幅／ティース幅が０．２０より大きな範囲では、空孔長さ／ティース
幅≦０．５、空孔幅／ティース幅≦０．４８の範囲が望ましい。
【実施例３】
【００３４】
　図９（ａ）～図９（ｃ）を用いて、本発明の第３の実施例について述べる。図９（ａ）
は四角形状の空孔形状を有する固定子コアを示している。図９（ａ）のような形状の場合
、固定子ティース先端部の四角形状空孔２０３ａの長さと幅に比例して、固定子ティース
部２０２の内径方向先端部が周方向に広がり始める箇所において、磁束が通る面積が小さ
くなっていく。そのため磁気飽和状態が厳しくなり、トルク脈動が悪化する要因になると
考えられるため、空孔の長さおよび幅には制約が必要となる。これに対しては第２の実施
例でも示しているように、空孔の幅と長さに制約を設けることで、トルク脈動の悪化を抑
えつつ、径方向の電磁力を低減することができる。そこで、本実施形態では、ティースの
磁気飽和緩和に着目して空孔形状に関する実施形態を述べる。磁気飽和およびトルク脈動
に影響を及ぼす箇所は、先述したとおり、コアが広がり始める箇所であり、空孔２０３の
長さおよび幅が大きくなると、図９（ａ）に示す断面積Ｓが小さくなる。これによって磁
気飽和が厳しくなり、トルク脈動が悪化する。従って空孔２０３の外径方向の幅を狭める
ことによって磁気飽和を緩和し、トルク脈動の悪化を抑制することができる。例えば、図
９（ｂ）に示すように固定子ティース先端部の六角形形状空孔２０３ｂの外径方向先端部
を台形状にカットし、空孔を六角形の形状とする。若しくは図９（ｃ）に示すように固定
子ティース先端部の空孔２０３の外径方向先端部を三角形状にカットし、空孔を五角形形
状の五角形状空孔２０３ｃとすれば、断面積Ｓ部の磁気飽和を緩和することができる。
【００３５】
　図１０（ａ）に、１０極１２スロットモータにおける図９（ａ）～図９（ｃ）に示す空
孔形状での空間２次の径方向電磁力の計算結果を示す。図９（ｂ）～図９（ｃ）のように
空孔２０３の外径方向先端部を狭める形状によって、狭めてないときと比較すると径方向
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電磁力の低減率は低いが、加工無の状態と比較すると大幅に低減できていることがわかる
。また、図１０（ｂ）に同条件でのトルク脈動の計算結果を示す。空孔２０３の外径方向
先端部を狭めていない形状では、加工無と時と比較してトルク脈動が悪化しているのに対
し、図９（ｂ）～図９（ｃ）のような形状とすることで、トルク脈動の悪化を抑制できて
いることがわかる。
【実施例４】
【００３６】
　図１１（ａ）および図１１（ｃ）を用いて本発明の第４の実施例について述べる。図１
１（ａ）は図９（ａ）に示す固定子コア形状の四角形状空孔２０３ａのブリッジ部を切り
取った四角形状溝２０３ｄを有する固定子コア形状を示している。これまでの実施例で示
したように、空孔の位置精度等を考慮すると、ブリッジを介さずに溝形状とした方が作り
易さの面ではメリットがある。ただし、特許文献３で知られるように、固定子ティースの
先端に溝を設ける構造はコギングトルクを低減する手法などは既に公知の技術である。上
記公知技術では、溝の幅および深さはスロット開口幅と同等にすることが一般的であるが
、本実施形態においては、溝の幅および深さはスロット開口幅よりも大きいことが特徴で
ある。固定子ティースの幅の３割以上とすることが望ましい。図１１（ｂ）は固定子ティ
ース先端部に三角形状の三角形状空孔２０３ｅを有する固定子コア形状を示している。第
３の実施形態で述べたように図９（ａ）に示す断面積Ｓを広くとるための空孔形状となっ
ており、径方向電磁力の低減とトルク脈動の低減を両立できる形状となっている。図１１
（ｃ）は図１１（ｂ）に示す三角形状空孔２０３ｅのブリッジ部を切り取った四角形状溝
２０３ｆを有する固定子コア形状を示している。図１１（ａ）同様に空孔の位置精度等を
考慮し、溝形状とした。この場合も同様に溝の幅はスロット開口幅よりも大きく、ティー
ス幅の３割以上であることが望ましい。
【００３７】
　図１２（ａ）に１０極１２スロットモータにおける図１１（ａ）～図１１（ｃ）に示す
空孔形状での空間２次の径方向電磁力の計算結果を示す。比較対照として、図９（ａ）に
しめす四角状の空孔を有する固定子形状での計算結果についても記載する。図１２（ａ）
より四角の溝形状では、空孔と同等の効果が得られている。三角形状の空孔および溝につ
いては四角形状と比較すると径方向電磁力の低減率は低いが、３割以上は低減できている
。また、図１２（ｂ）よりトルク脈動に関しては、三角形状の空港及び溝の方が優れてお
り、トルク脈動に関しても低減効果がある。
【００３８】
　以下、本実施例のモータの固定子および回転子構造について詳細を述べる。
【００３９】
　図１３は固定子の構造を示している。固定子コアはコアで発生する損失をできるだけ抑
えるためにさまざまな工夫を施す必要がある。例えば、図１３（ａ）に示すように１２個
の分割コアで固定子コア構成する場合、一つの分割コアを無垢の鉄で形成した場合は渦電
流損失の影響が大きいが、圧粉鉄心などの固めることで構成すれば、コアに発生する渦電
流を抑制することができる。また、図１３（ｂ）のように薄い板状の軟磁性材料を軸方向
に積層した積層鋼板とすることで、渦電流を抑制することもできる。この場合、１枚の板
が薄いほど渦電流の抑制効果は大きい。また図１３（ａ）および図１３（ｂ）の両方に対
して、分割コアの径方向に溝を設けることによって、通しボルトなどの固定冶具を通すこ
とができる。図１３（ｃ）に圧粉鉄心適用の場合、図１３（ｄ）に積層鋼板適用の場合を
示す。溝を設ける箇所については、磁束の通り道を考慮してティースの径方向外側に対し
て固定子コア径方向外側溝２０５を設ける構造が望ましい。また、磁気飽和を緩和するた
めに、スロットの径方向外側角部のR形状などを工夫するとなおよい。さらに、固定子コ
アのティース内径側については、負荷時の磁気飽和を緩和するため、内径側に向かうにし
たがって、ラッパ状に滑らかに広がるような構成としている。
【００４０】
　図１４（ａ）は回転子構造を示している。回転子コア５０２は磁性体で構成され無垢鉄
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に、セグメント型の回転子磁石５０１が表面に張り付けられた構造となっている。複数の
永久磁石の間には回り止めの機構が設けられており、回転子コアが突起した形状となって
いる。この突起の大きさが径方向に高すぎると特性悪影響を及ぼすため、突起の高さは磁
石端部の高さの半分程度が良い。また、回転子コアの渦電流損などの影響が大きい場合は
、回転子コアに圧粉鉄心を適用したり、図１４（ｂ）に示すように薄板状の電磁鋼板など
を積層することで構成すると良い。また、回転子磁石５０１は、それぞれ断面形状がかま
ぼこ型の形状となっている。かまぼこ形状とは、周方向において、左右の半径方向の厚さ
が、中央の半径方向の厚さに比べて薄い構造のことである。このようなかまぼこ型の形状
とすることにより、磁束分布を正弦波状とできＥＰＳモータを回転させることによって発
生する誘起電圧波形を正弦波状とすることができ、脈動分を低減することができる。脈動
分を小さくできることにより、ステアリングの操舵感を向上できる。なお、リング状の磁
性体に着磁してマグネットを構成するとき、着磁力を制御することにより、磁束分布を正
弦波状類似のものとしてもよいものである。また、図１４（ｃ）に示すように回転子磁石
５０１ａと回転子磁石５０１ｂを軸方向に段積みにし、ある所定の角度だけ少なくとも一
つの段を周方向にずらすことによって、回転子起磁力の脈動を軸方向でキャンセルし、コ
ギングトルクやトルク脈動を低減することができる。また、図１４（ｄ）に占めすように
回転子コアに穴を設けることで、回転子の位置決めに利用したり、慣性モーメントを抑え
たりすることができる。この場合、穴の位置が磁石に近すぎると、磁束の通り道の邪魔と
なるので、ある程度距離を空けた方が望ましい。または、回転子磁石５０１の着磁方向は
図１４（ｅ）に示すように、隣り合う磁石の磁化方向が互い違いになるように着磁される
。
【００４１】
　図１５も同様に回転子の構造を示している。図１５（ａ）は回転子コア５０２は磁性体
で構成され無垢鉄に、リング型の回転子磁石５０１が表面に張り付けられた構造となって
いる。また、回転子コアの渦電流損などの影響が大きい場合は、回転子コアに圧粉鉄心を
適用したり、図１５（ｂ）に示すように薄板状の電磁鋼板などを積層することで構成する
と良い。また、リング磁石を適用した場合は、磁石に連続的なスキューをほどこすことも
可能である。図１５（ｃ）に示すようにある所定の角度で軸方向にスキューを入れること
で、コギングトルクやトルク脈動を減らすことができる。また、永久磁石の着磁方向は図
１５（ｄ）に示すように、それぞれの極が矢印の方向と平行に着磁されているか、もしく
は回転子磁石の円に沿って放射状に着磁される。

【符号の説明】
【００４２】
ＳＴ…ステアリングホイール
ＴＳ…トルクセンサ
ＧＥ…ギヤ機構
ＥＣＵ…制御装置
ＢＡ…バッテリー
ＪＴ…ジョイント
ＲＯ…ロッド
ＲＣＧ…ラックギヤ
ＲＣ…ラックギヤケース
ＰＮ…ピニオンギヤ
ＤＢ１…第１のダストブーツ
ＤＢ２…第２のダストブーツ
ＴＲ１…第１のタイロッド
ＴＲ２…第２のタイロッド
ＷＨ１…第１のタイヤ
ＷＨ２…第２のタイヤ
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ＢＳ…ボールスクリュー
ＢＴ…ベルト
１０００…モータ
１００…ハウジングケース
２００…固定子コア
３００…ボビン
４００…固定子コイル
５００…回転子
６００…バスバー
７００…ブラケット
８００…基盤
８０１…リレースイッチ
８０２…入力線
Ｕ１＋…Ｕ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｕ１－…Ｕ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｖ１－…Ｖ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｖ１＋…Ｖ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｗ１＋…Ｗ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｗ１－…Ｗ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｕ２－…Ｕ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｕ２＋…Ｕ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｖ２＋…Ｖ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｖ２－…Ｖ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｗ２－…Ｗ相コイルが巻回される固定子コアのティース
Ｗ２＋…Ｗ相コイルが巻回される固定子コアのティース
２０１…固定子コアバック部
２０２…固定子ティース部
２０３…空孔
２０３ａ…四角形状空孔
２０３ｂ…六角形状空孔
２０３ｃ…五角形状空孔
２０３ｄ…四角形状溝
２０３ｅ…固定子ティース先端部の三角形状空孔
２０３ｆ…固定子ティース先端部の四角形状溝
２０４…ブリッジ
２０５…固定子コア径方向外側溝
３０１…ボビン上部
３０２…ボビン下部
５０１…回転子磁石
５０１ａ…回転子磁石
５０１ｂ…回転子磁石
５０２…回転子コア
５０３…磁石カバー
５０４…シャフト
５０５…ベアリング機構
５０６…ベアリング機構
５０７…負荷側嵌めこみ構造部材
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